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      （【主力形態】の続き） 

         キャッシュ＆キャリー：アメリカ→ドイツ メトロの主力形態 

                      ：主な顧客 中小食品小売業や飲食業など 

                      ：現金販売専門 セルフサービス形態 

                      ：1 品目当たりの 商品容量が大きい 

         ホールセールクラブ：アメリカ コストコとサムズが 2 大勢力 

                      ：原則として会員制 倉庫跡地を店舗利用 

                      ：会員構成 事業者だけでなく一般消費者も 

                      ：セルフサービス方式により 超低価格を訴求 

      （グローバルリテーラーの）【ビジネスモデル】 

         CPFR（共同需要予測・補充：Collaborative Planning , 

              Forecasting and Replenishment） 

              ：小売業とメーカーが協力しながら 商品の開発および 

               販売計画を立案し 商品の補充を行う取組みのこと 

              →CRP（Continuous Replenishment Program）は 

                小売業がサプライヤーと小売業の店頭情報などを共 

有し、サプライヤーが自社商品の需要予測を行い、 

物流センターへ連続補充する仕組みである。 

カテゴリーマネジメント（Category Management） 

              ：品揃え計画・フロア計画・プラノグラム（棚割り計画） 

               などのマーチャンダイジング活動を 小売業とサプ 

ライヤーが共同で行い 各カテゴリーの売上と利益の 

最大化を図る 

         CRM（Customer Relationship Management） 

              ：会員カードを発行し 顧客の組織化とともに 顧客 ID と 

               POS データをリンクさせた顧客購買履歴をデータベース 

化 その分析データを マーチャンダイジングや プロモ 

―ションに活用し ストアロイヤルティを高める 

      日本市場におけるグローバルリテーラーの【課題】 

         ローカライズ：参入国への消費者ニーズに適応すること 

                 ：多頻度の買物行動への対応（欧米人の３倍の頻度） 

                 ：豊富な品揃え（多品目の中から選択購買） 

                 ：店舗選択行動の違い（多様な店舗選択行動） 

                  ⇔ ワンストップ・ショッピング傾向（欧米では特に） 

                 ：変化と賑わいに富んだ売場 

                  → 製品ライフサイクルが短い 品目変更も多頻度 

         流通構造の多段階性への適応 

：中間流通の多くの部分に 卸売業が介在 

 → 消費者の選択行動の多様性 市場分散性 

ローコストオペレーションの構築 

         ：高コスト構造（地価・物価・賃金） 商慣行の違い 

 
 
 
 
   経済循環システムと流通 
     経済活動：財の生産→流通→消費 
     流通：生産と消費の橋渡し＝架橋（かきょう）
   

流通懸隔の架橋機能 
   懸隔（けんかく）：生産と消費の隔たり 
   懸隔の種類：要素的懸隔（所有懸隔・空間懸隔・時間懸隔） 
           ：システム的懸隔（情報懸隔・価値懸隔） 
      所有懸隔：生産者から消費者への所有権の移転 
      空間懸隔：生産地点と消費地点の場所的隔たり 
      時間懸隔：生産時点と消費時点の時間的隔たり 
      情報懸隔：消費者ニーズに合致した財の提供 
      価値懸隔：生産者が望む価格と消費者が望む価格の合意 
 

流通業の役割 
   ①取引総数単純化の原理（下図参照） 
      流通費用 → 卸が介在しない場合 ＞ 卸が介在する場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   ②集中貯蔵の原理（または「不確実性プールの原理」） 
      流通費用 → 在庫を 個々の生産者が分散して保有 
                    ＞ 在庫を 流通業が集中して保有 
      理由：複数の小売業による同時大量の商品補充が生じる確率 
           → 極めて小さい 
 
商流・物流・情報流 
   ①商流＝「所有権移転」機能：販売と購買（売買）によって果たされる 
   ②物流＝「輸送」機能と「保管」機能：空間懸隔と時間懸隔を架橋 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

       
      ③情報流＝消費者ニーズと製品知識 「情報懸隔」の架橋機能 
 
 

   小売の概念と社会的役割 

      AMAの定義（小売とは）「最終消費者に対して直接販売することに 

                       含まれる諸活動」 

      小売業が担う流通機能 

         →「明確な区分はできない」：業種や業態による取扱商品の差異 

                          ：小売業の状況 消費者の欲求の変化

 

 
   小売業の構造変化 

      商業統計調査（H16） ： （小売業の）事業所数＝約 123 万件 

                     ： （小売業の）年間商品販売額＝約 133 兆円 

                     ： （小売業の）就業者数＝約 840 万人 

      業種構造 → フォード効果

         事業所数：「飲食料品」 構成比 → 最も高い 

               ：「医薬品・化粧品」 上昇 → ドラッグストアや調剤薬局 

         年間商品販売額：「医薬品・化粧品」 増加 

 

 

 

 

 

 
   小売業態変化に関する理論仮説 

      ①小売の輪の理論 

低マージン・大量廉価（れんか）販売 （価格訴求型小売業） 

            ⇔ 高マージン・高サービス販売 （非価格訴求型小売業）   

      ②アコーディオン理論 

         商品構成の総合化 ⇔ 商品構成の専門化 

      代表的な「サイクル理論」 （ サイクル状過程の繰り返し ） 

 

 
   日本の大手小売業の市場地位と世界の主要小売業 

      上位集中度：上位小売業の累積販売額のシェア（市場占有率） 

： アメリカ→30%弱  日本→10%に満たない（低い） 

               → 原因 ： 大規模小売店法（大店法）の出店規制 

                      ： 人口当たりの店舗数が多い （過多性） 

                      ： 消費者の 店舗選択行動の 多様性 

   グローバルリテーラーの動向 

      【主力形態】 

         ハイパーマーケット：フランス 大規模な総合ディスカウントストア 

         スーパーセンター：アメリカ ウォルマートの国内主力形態 

小売業の類型 

第 1 章 流通と小売業の役割 

第 1 節 流通と小売業 

【物流関連のキーワード】 

 ・物流：製品を物理的かつ合理的に最終需要者へ移転すること 

 ・回収物流（静脈物流、廃棄物流）：川下から川上へ流れる物流 

                       （ 返品・リサイクル など ） 

 ・デポ：商品が集積される倉庫や保管所のこと 

 ・荷役（にえき／にやく）：工場や倉庫などで発生する搬出入作業 

 ・ユニットロードシステム：ひとまとめ輸送方式のこと 
                 （ コンテナ・パレット輸送 が中心 ） 

【卸が介在しない場合】      【卸が介在する場合】 

Ｐ１ 

Ｐ２ 

Ｐ３ 

Ｐ４

生産者     消費者      生産者       消費者 

Ｃ１ 

Ｃ２ 

Ｃ３ 

Ｃ４

Ｐ１ 

Ｐ２ 

Ｐ３ 

Ｐ４

Ｃ１ 

Ｃ２ 

Ｃ３ 

Ｃ４

Ｍ１

卸売業 

第 2 節 小売業の構造変化と業態変化 

「フォード効果」とは：ある国のある一定期間における業種別小売構 

造の変化に関する現象のこと。国民の所得水 

準が上昇すると、最寄品を販売する店舗が減 

少し、買回品や専門品を販売する店舗が増加 

するというもの。 

第 3 節 世界の小売業の動向 

違いに注意！ 
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      （流通系列化のデメリット の続き） 

        消費者から見たデメリット：商品とサービスの適正な情報収集機会 

                         および 選択の機会 が損なわれる 

 
   卸売業の構造変化 

      「卸売業」の定義（商業統計上） 

① 小売業者・飲食店・他の卸売業に商品を販売するもの 

② 産業用使用者（工場など）に業務用として商品を販売するもの 

③ 製造業者が 別の場所に経営する事業所で 自社製品を卸

売するもの 

④ 商品を卸売し かつ 同種商品の修理を行うもの 修理料収

入のほうが多くても 卸売業とする 

⑤ 他人または他の事業所のために 商品売買の代理行為を

行うもの 

      商業統計調査（H16）：事業所数＝約 37 万店 （5 調査連続減） 

                   ：年間商品販売額＝約 405 兆円 （同上） 

                   ：就業者数＝約 401 万人 （同上） 

      規模構造

         事業所数 構成比：中規模事業所 54.3% → 最も多い 

         年間商品販売額 構成比：中規模事業所 59.7% → 同上 

      W／R比率＝卸売販売額÷小売販売額 ： 日本の多段階性 

         S57 年の 2.9 倍をピークに低下傾向 → H9 年 2.3 倍 

         → しかし 日本の W／R 比率は 諸外国に比べて高い 

       
卸売業の構造変化要因 

① 取引制度の見直し：建値製廃止 オープンプライス導入 

              ：特約店制度の形骸化 

② メーカーと小売業の直接取引：大規模小売業と 

グローバルリテーラー 

③ 流通情報システム化の進展：企業間データ交換・共有 

                      → DCM（SCM）効率化 

   基盤ネットワーク（EDI） 効率的物流システム リテール 

    サポートシステム の 構築などによる機能強化が 不可欠 

      中間商人排除問題：「問屋無用論」 と 中間流通機能 

         問屋無用論の要点：大量生産・販売体制 → 太くて短い流通 

                     ：パイプは短い方が 水漏れ（コスト）が少ない 

                     ：大型店の成長 → 中小小売店の淘汰 

                     ：小売業の大規模化 → 卸売業務の兼務 

                     ：卸売業のサービス過剰 → 社会的費用 

         中間流通機能：機能そのものを排除することは不可能→垣根越え 

 

第 3 節 卸売業の構造と機能変化 

      （流通系列化の主要形態図） 

 
販社型 直販型 一貫型 

代理店 

特約店 

メーカー     

卸売段階     

小売段階     

代表的な

業界 

家庭用 

合成洗剤 

自動車 

新聞 

家電 

化粧品 

加工食品 

雑貨 

     
 備考：      原則として「資本統合」  

    ：      原則として「資本」あるいは「非資本統合」 

    ：      原則として「非資本統合」 

      流通系列化と取引制度 

         1 店 1 帳合制：メーカーが卸売業に対して その販売先である 

                   小売業を特定し 小売業にはその仕入先である 

                   卸売業を単一に限定 

         テリトリー制：メーカーが 自己の製品の販売業者の販売地域を 

                 制限する 

         専売店制：メーカーが販売業者に対して 競争関係にある他社 

                製品の取扱を 禁止（または 制限）する 

         店会（みせかい）制：メーカーが 販売業者を横断的に組織化して 

                      結成 → 代理店・特約店制度で 管理・統制 

         建値制：メーカーが 流通段階における 標準的な取引価格を 

              設定 → 独占禁止法「再販売価格維持行為」を誘発 

              → オープンプライス制を 導入するメーカーが増えている 

         リベート：割戻し＝売り手が販売代金を一旦徴収した後 一定の 

期間をおいて 一部を買い手に払い戻すもの 

 

 

 

 

 

 

 
      流通系列化のデメリット

         独占禁止法研究会 報告（1980 年） 

            価格の硬直化 → 価格水準の維持・引上げの容易化 

            新規参入の障壁 → 販路確保や販路拡張における制約 

            過大な販売促進費 → 製品差別化の強化 
            製造業者と販売業者の支配従属関係→優越的地位の濫用 

【リベートの種類】 

販売促進目的：売上目標達成リベート／大口取引奨励リベート 

支払期間短縮目的 ： 現金支払いリベート／決済リベート 

流通機能への報奨目的 ： 物流配送リベート／帳合リベート 

忠誠度向上 目的 ： 専売率リベート ／ 貢献リベート 
値引販売損失補填目的：事後調整リベート／損失補填リベート 

 

 

 
   流通経路とは ： 社会的視点から見た財の移動経路（チャネル） 

             ： （広義）「特定の財の流通フロー全体」の意味 

             ： （狭義）「特定の財の流通フローにおける商流経路」 

                    の意味 取引経路とも言われる 

   直接流通と間接流通 

      直接流通 ： 生産者と消費者が 直接取引をする 

      間接流通 ： 生産者と消費者の間に 卸売業や小売業が介在する 

             ： 多くの場合は 流通機能を 商業者が担う（下図参照） 

      

 

 

 

 

 

 

 
多段階性＝流通経路の長さ ： 生産者と消費者の間に何段階の 

                           流通経路が介在するのかを表す 

                  （ 日本は諸外国に比べ 多段階性が見られる ） 

 

    
   流通チャネルの構築とコントロール

      構築と選択の基準：３つの視点（チャネルの 広狭／長短／開閉） 

① 広狭基準：自社製品の流通を託す流通業の数の多寡 

② 長短基準：流通経路の長さ（段階数） 

③ 開閉基準：介在する流通業の 特定メーカーへの依存度合い 

      小売業の行動様式を統制する要素：３つの要素 

① 取扱店数：そのメーカーの製品を 取り扱う小売業の数 

② 販促協力度：メーカーと小売業の 販促活動の連動 

③ 小売価格：自社製品の小売店頭価格の統制可能度合い 

   流通系列化政策 

      流通系列化の諸形態（右上図参照） 

         販社型：卸売段階を垂直統合 → メーカーの専属販売会社 

         直販型：卸売段階を完全に メーカーの内部組織 

         一貫型：販社型と同様に 卸売段階を 垂直統合し 販社化 

              ：同時に 小売段階もゆるやかに組織化 
         代理店・特約店制度：卸売業や小売業と契約 → 管理・統制 

第 2 章 流通経路政策 

第 2 節 生産者（メーカー）の流通経路政策のねらいと仕組み 

生産者                 小売業      消費者 

生産者     卸売業        小売業      消費者 

生産者   一次卸  二次卸    小売業      消費者 

中間業者（商業者、流通業者） 

【消費財における間接流通の基本的形態】 

第 1 節 流通経路とメーカーのチャネル政策 
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サプライチェーンの効率化：全体として需要変動への対応力を 

                 飛躍的に高める → 効率的品揃え 

                 ：受発注の合理化をはかりながら在庫 

                  を圧縮し しかも 欠品も減少 

                   → 効率的在庫補充 

効率化に必要な情報：取引情報・物流情報・市場情報・販促情報 

① 取引情報：受発注情報（EOS） 代金決済情報 

         → 実需にあわせた 生産・在庫計画 

② 物流情報：出入荷・在庫情報 輸配送指示情報 

         → 補充精度向上 物流効率化 

③ 市場情報：需要情報（POS データ） 競争情報 

         → EOS を上回る高精度の 生産・在庫・補充 

④ 販売促進情報→販促効果を考慮した 生産・在庫・補充 

   チェーンストアにおけるEDI展開 

      受発注 EDI：EOS 端末による発注（店舗） → 発注データ集計 各サ 

プライヤーへ送信（本部） → 自社在庫マスターファイ 

ルとの照合 納品伝票作成 出荷指示（卸売業） →  

               集荷・検品・仕分・出荷 各店別配送（物流センター）      

      物流 EDI：ITF／SCM／ASN の活用→物流効率化 納品精度向上 

 

 

 

 
      決済 EDI：請求データと支払いデータの交換 振込金額の照合 

 
   QR・DCM への進展とパートナーシップ 

      プロダクトアウトからマーケットインへ 

         プロダクトアウト：製品志向：製造したものを売りさばく発想 

         マーケットイン：市場志向：売れるものを製造する発想 

 
      パートナーシップへ：EDI ベースの効率化のうえで 垂直的協業 

         QR：（Quick Response）：アパレル業界で提唱された革新的経営 

システム POS データから店頭の売れ筋を把握 EDI を通じ 

て メーカーへ情報を伝達し 変化に対応した 計画的生産を 

行うことを 可能にする 

         DCM：（Demand＝Supply Chain Management） 

             ：需要（＝供給）連鎖の全体最適を実現するため 構成企業 

間で取り交わす情報をベースに 製品やサービスの流れを 

統合的に管理する手法 

 

ITF（Interleaved Two of Five）コード ： 単品集合包装単位 

SCM（Shipping Carton Marking）ラベル ： 混載出荷時 

ASN（Advanced Shipping Notice） ： 事前出荷明細 

合理化 
効率化 

 

 

 
   組織小売業の運営特性

      組織小売業とは：複数の店舗が同じ店舗名の看板を掲げ 仕入や店舗 

                 運営面などにおいて規格化された共通の基盤を活用 

                 して経営を行う形態 一般的にチェーンストアと認識 

                 される仕組みを持ち 組織全体として 規模のメリット

                 を享受する 

      組織小売業の分類：店舗数／組織の所有権／運営形態／商品特性 

① 店舗数による分類：単一店舗組織（独立系） 

：複数店舗組織（チェーンストアなど） 

② 組織の所有権による分類：ＲＣ ＦＣ 協同組織（ＶＣ 生協） 

③ 店舗の運営形態による分類：ゼネラルマーチャンダイズ組織 

                     リミテッドマーチャンダイズ組織 

④ 販売商品の特性による分類：業種別分類（食品 衣料 など） 

      商業統計：チェーン組織加盟状況 

FC または VC 加盟 → 全小売事業所の 9.0%（約 11 万店） 

内 FC 加盟事業所 → 約 7 万店 内 飲食料品小売が 7 割 

      COOP（消費生活協同組合）の特性 

「協同組合」の一種：自治的な組織→他のチェーンストアとの違い 

福祉事業への取組み：高齢化の急速な進展、女性の社会進出 

   組織小売業の動向

      総合品ぞろえスーパー（GMS：General Merchandising Store） 

          客数の減少 → 単品管理の強化＋高単価・高粗利商品 

→ 選択の幅を狭める → 店離れの加速 

          深夜営業化：大店立地法による営業時間の緩和 24 時間化 

      コンビニエンスストア（CVS：Convenience Store） 

          既存店売上の前年割れ と 出店速度の減少 

          オフィスビル 学校 ホテル 病院 郵便局 駅構内等への出店 

      ドラッグストア（DgS：Drag Store） 

         H&BC（Health & Beauty Care：美と健康）商品群の中核業態 

         郊外型店舗 → 食品の取扱いを強化 → 来店頻度を高める 

      スーパーマーケット（SM：Super Market） 

         都市型 SM への注目 → 2 つのタイプ 

            アップグレード型：PB（Private Bland：自社企画商品）と高級 

食材の豊富な品揃え 

            深夜営業の小型 SM：CVS 的販売要素の取込み 
                         ：都市型のライフスタイルに対応 

第 3 章 組織形態別小売業の運営特性 

第 1 節 総論 

   卸売業に求められる重点的機能

      ①物流機能の強化 

多頻度小口納品：少量の商品を店舗に頻繁に納品 

           ：物流効率面や交通環境への影響に課題 

対応策として 

一括納品：小売業が仕入先企業の商品を 自社の物流 

        センターに 取りまとめてから 店舗に納品 

共同配送：共通荷受先に対して 共同で配送を 行う 

       ：納品代行 地域共同配送 なども 含む 

           
欠品率・誤配送率低下 と ノー検品 

    小売店頭の販売機会損失も減少 

      荷受時の検品作業の省略 

リードタイムの短縮 

      リードタイム→商品の発注から納品に至るまでの期間 

      過剰在庫の発生を抑える → 適正な店頭在庫維持 

ジャストインタイム・システム：トヨタ自動車のカンバン方式 

      POS システムによって販売動向を把握 

→ そのつど不足が見込まれる商品を発注 

→ 指定時間内に納品してもらう 

 
      ②情報伝達機能 ： 卸売業→情報伝達の結節点（ノード） 

          コンピュータによる情報伝達 → 状況に大きな変化 

          EOS による受発注データ交換 → 流通 VAN 業者 

          情報伝達機能の再構築が必要 （DCM の推進などを通じて） 

      ③リテールサポート機能 ： 中小メーカー・中小規模小売業の存在 

          小売業が繁栄してこそ 自らも繁栄する という視点 

          中堅・中小小売業の経営活動全体を総合的に支援 

           

 

 

 

 

 
   サプライチェーンの効率化と流通情報 

      サプライチェーン：財が原材料から生産段階や流通段階を経て 最終 

                 消費者の手元に届くまでに形成される 複数の企業 

                 間におけるフローとストックという 供給連鎖のこと 

：消費者を起点として 小売業がイニシアティブを 
とる場合 その需要連鎖をディマンドチェーンと呼ぶ 

第 4 節 サプライチェーンの効率化とパートナーシップ 

ボランタリーホールセラー：卸機能だけでなく、受発注業務や従業員 

教育、商品開発、店舗開発までを総合的 
にサポートする卸売業 
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   ボランタリーチェーン（VC：Voluntary Chain）の定義

      複数の中小小売業などが店舗（経営）の独立形態を保持した状態で 

      集まり 「部分的小売機能を共同 もしくは 協業化するチェーンスト 

      ア形態」をつくり上げる組織。 資本的に独立した複数の小売業が 

      主に 商品の共同仕入を目的として 結成する共同組織のことである。 

    
      日本ボランタリー・チェーン協会調査（H13 年 3 月） 

         ：正会員チェーン数 62 チェーン 加盟店舗約 4 万 4 千店 

         ：近年の景気低迷 → 加盟店の閉店など → 会員数は減少 

   VCの理念（日本ボランタリー・チェーン協会） 

① 意欲的な独立系小売業の結合による経済的地位の向上 

② 強力なチェーン本部の組織化・支援による加盟店の繁栄 

③ 地域社会および広く世界に貢献 

   VCの原則

      ①共同の原則：本部が加盟店に対する的確な支援・指導を行うと同時 

に 加盟店の積極的な協力・協調性が欠かせない。 

      ②利益性の原則：本部は 事業活動で得た利益を有効に再投資して 

                 加盟店に利益を還元しなければならない。 

      ③調整の原則：本部は 加盟店同士の過度の競争を 調整する必要が

ある。 

      ④地域社会への貢献の原則：加盟店は 自己の店舗の立地している 

                         地域の一員という自覚と経営姿勢を 

                         持たなくてはならない。 

   VC本部による運営管理機能 

① 仕入集中管理：システム化 と マーチャンダイジング機能 

② スケールメリットの追求：加盟店を増やす機能 の 発揮 

③ 情報の本部集中とフィードバック：ネットワークシステムの構築 

                    ：情報の整理・分析→フィードバック 

④ 基本となる加盟店の業績の掌握機能：VC 本部の運営管理 

   VCシステムの特徴（まとめ：抜粋） 

      システムの運営：本部に チェーン展開の戦略立案や管理機能を集中 

                 本部の指導のもと 仕入や販売戦略を 共同で推進 

      商品供給：本部仕入と独自仕入の併用（決定権は加盟店→本部への 

             仕入集中率は低い） 

      価格決定：原則として自由（加盟店の任意） 

      ロイヤルティ：原則なし（加入金や 地域別賦課金など はある） 

      本部と店舗の関係：水平型の同士意識（加盟店が 本部の運営やチ 

                   ェーン事業の意思決定へ参画することも ある） 

 

  
第 4 節 COOP（消費生活協同組合）の運営特性 第 3 節 フランチャイズチェーン（FC）の運営特性 第 2 節 ボランタリーチェーン（VC）の運営特性  

   COOP（consumer’s CO-Operative）の定義

      消費生活協同組合法にもとづき 消費者が購買組織をつくって 共同 

      で商品の購入などを 行う組合のこと。 

   COOPの概要

      家庭の主婦を中心に組織化された「地域生協」と 特定の大学や企業・ 

      法人の職場で組織される「職域生協」により 成り立っている。 いわゆ 

る生協は 消費者が職場や地域で出資金を出し合い 組合員自身に 

より運営される 自主的な協同組織である。 

 
日本生活共同組合連合会：558 生協が加盟 組合員約 2,200 万人 

                ：総事業高 約 3.3 兆円 

   COOPの運営上の特性

      三位一体の組織：みんなで出資 みんなで利用 みんなで運営 

      員外利用の禁止：組合員以外の利用は原則禁止→行政庁の許可必要 

                 ：組合員と同一世帯 → 利用では 組合員とみなす 

      加入と脱退：いつでも可能 → 脱退時は 出資金 全額返却 

   COOPの運営組織（抜粋例） 

      総代会：最高議決機関 全組合員の総意を代表 

      理事会：執行を管理する機関 総代会の決定にもとづく 

      組合員委員会：組合員活動について生協を代表 実践の中心を担う 

      班：基礎的かつ草の根組織 班の要望や意見が理事会に反映される 

   COOPの事業運営

      消費生活協同組合法の規定する 生協の事業の種類 

① 物資の購買事業：生活物資を 組合員へ供給 

② 利用事業：生活に有用な共同施設（食堂 理容 病院 など） 

③ 生活文化事業：組合員の生活改善・文化向上（映画会など） 

④ 共済事業：不測の事態から組合員の生活を守る（各種共済） 

⑤ 教育事業：組合事業に関する知識の向上（研修会など） 

      共同購入と個配 

         共同購入：近所の組合員 まとめ買い → 生協躍進の原動力 

         個配（個人宅配）：共同購入の利用状況の変貌（暮らしの変化） 

                   ：毎週決まった曜日・時間に 指定場所へ届ける 

   COOPシステムの特徴（まとめ：抜粋） 

      システムの運営：組合員自身が「出資」「利用」「運営」の全てを行う 

      組合員の資格：加入にあたっての 制約はなし 

      商品供給：班組織による「共同購入」と 個別発注・宅配方式の「個配」 

      事業区域の制限：同一都道府県の区域を越えて 活動できない 
（地域生協の場合） 

 
   フランチャイズチェーン（FC：Franchise Chain）の定義

      フランチャイザーが 開発したフランチャイズ・システムやノウハウと 

      それを象徴する商標もしくはサービスマークやチェーン名などの事業 

      を運営する方法を提供するのに対して フランチャイジーは自己資金

      を投入して 本部の開発した事業の方法やノウハウを使用して営業 

      を行い お互いに利益を得ようとする いわば「事業の共同体」である。 

   フランチャイズビジネスの動向

（2003 年度日本フランチャイズチェーン協会調査） 

      国内フランチャイズチェーン：約千チェーン 約 22 万店 約 18 兆円 

CVS の動向：ローカルチェーン合併統合→大手チェーンによる寡占化 

：33 チェーン 約 4 万店 約 7 兆円 

      その他の小売業：100 円ショップの出店目立つ 売上高も伸展 

      1 チェーン当たり平均店舗数：206 店舗 CVS は 1,246 店 

      1 店舗当たり平均売上高：8,096 万円 CVS は 1 億 7,500 万円 

   フランチャイズビジネスの仕組み

      フランチャイズとは：特権 許可 営業権 を意味する。 

         特権＝商標の使用 経営ノウハウの利用 指導や援助を受ける 

      フランチャイズ・パッケージ：フランチャイズ契約のもとで提供・利用 

         消費者からは あたかも同一資本のレギュラーチェーンに見える 

   フランチャイズ・システムの問題点 

      フランチャイザーの問題点 

① 勧誘時の不適切な情報開示（例：「この商品は儲かります」） 

② 企業規模の違いによる フランチャイザーからの「一方的コン

トロール」 （フランチャイザーは大企業であることが多い） 

③ 加盟店間格差の発生（例：店内の雰囲気 従業員の姿勢） 

④ 店舗間業績格差の解消困難（人員交換などの強制は不可） 

⑤ 経営の独立による 黒字店による 赤字店の損失補填不可 

      フランチャイジーの問題点 

① 本部との接点 → 経営指導員（スーパーバイザー）へ限定 

② 経営指導員 → 本部が決定 加盟店に選択する権利がない 

③ 経営指導員によって 指導姿勢に バラツキが生じる 

④ フランチャイザーの側に立つ FC 仲介業者が 少ない 

 
 

【フランチャイズ・ビジネス関連のキーワード】 

・ロイヤルティ：フランチャイザーが 月々に受け取る経営指導料のこと。 

・オープンアカウント：フランチャイザーとフランチャイジーの間で発生する金 

銭債権債務を相殺する勘定を 本部が設定し 処理する仕組み。 

・テリトリー権：フランチャイジーに一定の領域の商圏保護や地域制限を設 

けること。 
COPYRIGHT 地域ルネッサンス篠田事務所 
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   レギュラーチェーン（RC：Regular Chain）の定義

      同一資本系列で結ばれた複数店舗が 中央本部の規制のもとに規格 

化された 経営原則にもとづき 商品およびサービスの提供を 画一的 

直営店舗運営によって行う 小売形態のこと 

   RCのチェーンオペレーション

自己責任による多店舗展開 

資金調達と事業リスクは自己責任→多店舗化は時間を要する 

チェーンオペレーションの特徴 

① 本部主導による経営：各店舗 → 販売に専念 

② ドミナント出店による多店舗展開：特定の地域に店舗を集中 

    →効果＝コスト削減・販売促進・労務管理・新規参入阻止 

③ バイングパワーの発揮：大量一括仕入→価格・条件の優位 

④ 物流体制の整備・確立：物流センターで仕分→各店舗へ 

⑤ システム化による経営効率の追求：POS システムや EDI 

⑥ パートタイマー比率の向上：正社員抑制 → 人件費低減 

   RCの運営特性

      運営上の問題点 

         効率重視の店舗運営 → 地域顧客のニーズを妨げる要因 

                          従業員のモチベーションの低下 

      チェーンオペレーションの仕組み 

① 一貫した従業員教育（キャリアパス）完備 

② ストアコンセプト（業態）の開発と改良体制 

③ 業務の標準化・単純化・特殊化・集中化 

④ 多店舗展開やシステム投資を支える 財政力 

⑤ プライベートブランドやストアブランド商品の製造工場を 

指導できる 企業としての取引信用力 

⑥ 店舗の設計・施工・内装・備品 標準化→出店コスト削減 

⑦ 業務標準化・マニュアル化→パートタイマー効果的活用 

      RC のメリット 

         運営の効率化：店舗フォーマット 作業スタイル 品ぞろえなどの 

                   標準化による 

         低価格仕入：品ぞろえの決定や 仕入在庫管理 配送などを本部 

                 主導で行うことによる スケールメリット 

   RCの特徴（まとめ：抜粋） 

      組織の構成：本部と店舗は単一資本のなか＝運命共同体 

      店舗開発：新店舗開発 

      出店速度：出店は限定的 
      本部の統制：強い統制力 

   商品政策  
第 4 章 店舗形態別小売業の運営特性 第 5 節 レギュラーチェーン（RC）の運営特性 

      （仕入形態別 売場の種類） 

売場 内容 メリット デメリット 

買取仕入 商品を仕入先から

買い取る 

自主マーチャンダ

イジング（※）

商品ロスや在庫リ

スク 

委託仕入 商品を委託されて

置く 販売後、手数

料をもらう 

商品ロスや在庫リ

スクは負わない 

仕 入 が 安 易 に 行

われる 

消化仕入 売れてから仕入を

立てる メーカーか

ら派遣社員が来る

ケースが多い 

商品ロスや在庫リ

スクは負わない 

人件費が少なくて

すむ 

仕 入 が 安 易 に 行

われる 

テナント

売場 

家主に賃貸料を払

う 

自主独立している 家 主 は 店舗運 営

に関わらない 

※ 自主マーチャンダイジング：自主開発ＭＤと自主編集ＭＤに分けられる 

・ 自主開発ＭＤ：百貨店が商品開発した商品をディスプレイして 

            販売する諸活動 

・ 自主編集ＭＤ：メーカーがつくった商品を百貨店が買い取って独自 

            にディスプレイして販売すること 

   （百貨店の）今後

      「百貨」 → 数多くの商品を扱う という 意味 → 死に筋商品・買い 

にくさ・過剰在庫 の原因 

      百貨店に求められているもの＝ファッション主体のライフスタイル創造 

                           （マーケティング・カンパニーとして） 

      立地戦略：都市部や駅周辺の出店から → ショッピングセンターのア 

ンカーテナントへの変化 

      マネジメント面：個店経営の払拭 → システム・マネジメント構築 

 

 
   （GMSの）概要：大型店舗を設営 衣食住に関わる生活に必要な商品を 

              総合的に品ぞろえし セルフサービス方式で ワンストップ 

              ショッピングを目指した 小売業態 

      細分化・専門化戦略による 次なる進化を期待されている 

   運営の特徴：ワンストップショッピング機能→衣料品・食料品・生活関連商品 

           ：ラインロビング＝取扱商品の拡大 を 積極的に行ってきた 

   組織：本部と店舗に大別される 

      本部＝大型店を組織的に運営 → 商品の仕入機能：商品部 → 

          バイヤーと呼ばれる専任の仕入担当者→担当商品の仕入責任 

      店舗＝店舗の運営は 店舗運営部が担当 → 地域ごとの消費傾向を 
           把握 → 効率のよい売場を 消費者に提供する 

 

 
   （専門店の）概要

      業種としての専門店と業態としての専門店に大別できる 

      業種として：専業店→中小規模の独立店舗経営が中心 

      業態として：取扱商品と売り方を専門化した 組織小売業 

             ：チェーンストアとしての 展開が中心 

             ：郊外に立地→低価格と品ぞろえの専門性や独自の商品 

              開発（PB）などを武器→顧客を定着させる傾向 

   店舗形態別専門店の動向

① 業種型専門店：衰退の方向→主たる原因は転廃業（後継者不在） 

② 業態志向専門店：小回り機能の強化・顧客サービス・立地戦略など 

               → 環境変化への対応 

   店舗・立地特性：都市型と郊外型に分かれる 

      人口の郊外化→郊外展開＝低価格戦略・車社会に対応し広い駐車場 

               →ショートタイムショッピングというニーズに応える 

   商品政策：特徴→開発商品（PB）の育成 

      有力専門店の商品政策の特徴 

① ライフスタイルアソートメント型：対象とする顧客層のライフスタ 

                イル特性にあわせて商品構成を標準化 

② リミテッド＆ディプス型：商品の種類を限定し 品種ごとの色や 

サイズなどの品目（SKU）数を拡大 

 
   （百貨店の）概要

      1992 年度以降 百貨店の業績は軒並み悪化 

      原因 → 消費の低迷＝高額商品が売れなくなった 

          → 販売管理費の上昇 投資に対する金利負担増 

      21 世紀に入り コスト削減は 百貨店業界の 焦眉の課題 

   組織：販売／外商／商品本部／販売推進／経営企画などの 部門からなる 

      販売部門（売場）：来店客に商品を販売 商品の専門知識と接客技能を 

兼ね備えた販売員の育成や VMD（Visual 

Marchandising)などへの取組を 行う 

      外商部門：家庭外商（顧客の家庭訪問）と法人外商（企業の受注販売） 

      商品本部：商品政策の策定と推進 オリジナル商品やギフトの開発 海 

外の会社との提携や輸入業務も行う 

      販売推進部門：社会経済情勢や商圏特性、顧客情報の収集・把握 

                広告・店内装飾・パブリシティなどの情報発信や 

                催事イベント・販売計画の立案 
      経営企画部門：百貨店の将来に向けた経営ビジョン・戦略の立案・推進 

第 1 節 専門店の運営特性 

第 2 節 百貨店の運営特性 

第 3 節 総合品ぞろえスーパー（GMS）の運営特性 

COPYRIGHT 地域ルネッサンス篠田事務所 
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   （GMSの）店舗・立地特性：ワンストップショッピング機能→大型化 

                     （基準は曖昧 5,000 ㎡から 1 万㎡超まで） 

                    ：モータリゼーションの進展→大駐車場を備えた 

郊外立地型 → ショッピングセンターの走り 

   （GMSの）商品政策：フルラインの商品構成と低価格 → ディスカウントス 

トアの台頭などにより 価格帯が 適正な水準へ移行 

：PB（プライベートブランド）や SB（ストアブランド）によ 

る 差別化も講じられている 

 

 

 
   （GMSの）今後：ワンストップの利便性→百貨店化 スーパーセンター化 

             ：総合商社との提携→サプライチェーンとネットワーク構築 

 

 
   （SMの）概要＝全国の食品小売業の到達点 ： 毎日の食生活を支える 

             商品を中心に品ぞろえ ローコストオペレーションにもとづく 

             低価格 大量販売 に特徴 

   運営の特徴：生鮮食料品を中心に セルフサービス販売方式で販売 

           ：多くの SM チェーン →店舗を直営→チェーンオペレーション 

            → 但し 最大手でも 200 店舗前後：食生活の地域差と 

               生鮮食料品を中心とした鮮度中心の物流体制の未整備 

   組織 ： GMSと同様に本部集中型オペレーション 

   店舗・立地特性：規模によって 4 つのタイプがある 

      小型形態のスーパーレット：住宅街 または 小規模商店街 立地 

      標準のスーパーマーケット：住宅地隣接の 準郊外立地が中心 

      大型形態のスーパーストア：郊外立地 ホームセンターなどと 近隣型 

          ショッピングセンター（NSC：Neighborhood Shopping Center） 

を形成するケースが 主流 

      医薬品を結合したコンビネーションストア：郊外もしくは 近隣型ショッピ 

ングセンター（NSC）立地に出店 

      近年は 都市型長時間営業のスーパーマーケットが目立っている 

      （品ぞろえの絞込みと惣菜の強化 → コンビニエンスストアとの競合） 

   商品構成・商品政策：多くのSM → 生鮮食料品と惣菜・日配の強化 

      メニュー提案：食のオケージョン（機会・状況）にあわせて 

      ミールソリューション＝すぐに食べられる惣菜などの強化 

      クロスマーチャンダイジング：生鮮食料品とグローサリー 

      プライベートブランド（PB）商品の強化：ストアロイヤルティ向上 

      「食の安全」→最重点政策：海外食材→BSE 問題などの課題 → 
        トレーサビリティーなどの生産から販売までの一貫した管理体制 

   （DgSの）組織：大手企業を中心にチェーンオペレーションを機軸とする組織     
            ：特徴的な組織→調剤部門および学術部門     
                 学術部門：製薬メーカーからの医薬品情報収集や    （HCの）概要：DIY（Do It Yourself）商品を中心とする 生活関連用品を 
                        薬事行政の動向把握 薬剤師の教育を              幅広く品ぞろえし セルフサービスを主体として販売 
                        主に行う部門 → 薬剤師の拠り所 

調剤部門：調合や摂取する医薬品に関する情報の 

提供を中心に行う部門 

                 医薬分業：病院内での処方箋調剤から院外の薬局で 

の処方箋調剤へ → 調剤施設を売場へ 

融合 → 専門業態としての独自性 

   （DgSの）店舗・立地特性：店舗面積は 大型化の傾向 

                 ：小型タイプ（100 坪未満） → 駅前・商店街立地 

                 ：中型タイプ（100～300 坪） → 市街地から郊外 

                 ：大型タイプ（450 坪以上）→ルーラルエリア（過疎地） 

          中型タイプが 最も店舗数を増加させている 

          （日用雑貨や飲料等 コンビニエンス（利便性）ニーズを取込み） 

   （DgSの）商品構成：エリアによる品ぞろえの違い 

         大都市中心部：店舗面積小 競合多 → H＆BC へ特化 

                    → 専門店としての色合いと価格訴求力 

         ルーラルエリア：物件コスト低 人口密度薄 → 食品・衣料・家電 

                    → 集客力を高めるための 品ぞろえ 

   （DgSの）今後：少子高齢化の伸展 生活習慣病 個別価値追求の時代 

      → 美と健康の追求 → サプリメントや機能性食品の品ぞろえ強化 

       
      専門知識を持ったスタッフ → ライフスタイルコーディネイト提案 

                           （ソフト面での 付加価値提供） 

       

 

 

 

 

 
   （CVS の）概要：顧客の利便性を追求し 毎日の生活に不可欠な商品を 

             広く かつ 浅く品ぞろえした小売形態 

             ：1970年代に 中小小売店の業態転換のために開発された

             ：中小小売業向けの組織的チェーンである ボランタリーチ 

ェーン方式に対抗し ほとんどが フランチャイズ・システム 

             ：本部の指導力そのものが ビジネスモデルになり 店舗 

              商品 サービスの標準化に 成功した事例 
             ：売場面積 30 坪 約 3 千アイテムという基準を崩していない

   運営の特徴：バラエティ型とDIY志向型の 2 つに分類できる 

       バラエティ型：コモディティの拡充 → 来店率を高める 

              ：チェーンオペレーションの強化（店舗標準化 効率追求） 

       DIY 志向型：店舗での仕入を併用 → 取扱アイテムの多さ → 

                5～8 万アイテム 商品回転率の遅い金物類が多い 

                → 売場での在庫管理や販売管理は 相当難しい 

                  （店舗に 支店経営的な権限を 与えている） 

   組織 ： バラエティ型は GMSと同様の組織 DIY志向型では 店舗での 

         仕入権限を強化 

   店舗・立地特性：基本的に郊外＝ロードサイドビジネスを代表する業態 

             ：平均売場面積 1 千坪 売上高 10 億円 商圏人口 1 万人 

   商品政策：バラエティ型は 日用雑貨を中心とした商品構成 

         ：DIY 志向型は 金物などの DIY 商品が 中心 

         ：HC の最大の特徴→損益分岐点の低さ→低価格戦略を後押し 

         ：HC の問題 → 取扱アイテムの多さ → 金融機能を担う卸売 

業の存在を 無視することは出来ない 

   （HCの）今後：バラエティ型→ドラッグストアなどの競争者の参入→業態の 

                      転換期 

           ：DIY 志向型→チェーンオペレーションのノウハウが確立して 

                     いない→ビジネスモデルの構築が課題 

           ：ホームファッション型 HC や スーパーセンター化の方向 

 

 
   （DgSの）概要：調剤（処方箋薬）を基本としてH＆BC（健康美容関連）カテ 

             ゴリーを中心に品ぞろえした セミ・セルフサービス形態 

：少子高齢化時代に期待される 注目業態 

            ：法制上（薬事法）→処方箋調剤を行う「薬局」・一般用医薬品 

             （大衆薬）を扱う「薬店」・一般用医薬品の取扱いに制限のあ 

             る「薬種商」 にわかれる 

            ：医薬品取扱いにおける各種規制の存在 → 摂取すること 

で体に直接作用するから 

 
           専門業態としての成長が期待される一方 健康情報ステーショ 

ンとしての機能強化 が 求められている 

   運営の特徴：薬事法→薬局・薬店に 薬剤師が実地管理する旨の義務 
    →改正薬事法（登録販売者制度など）→セルフサービス方式の模索 

COPYRIGHT 地域ルネッサンス篠田事務所 

PB：小売業や卸売業などの流通業が自主的に開発・販売する商品 
SB：特定店舗だけでのブランド商品で PB より狭い範囲の位置付け 

第 4 節 スーパーマーケット（SM）の運営特性 

第 5 節 ホームセンター（HC）の運営特性 

第 6 節 ドラッグストア（DgS）の運営特性 
改正薬事法（2006 年 6 月成立分）：大衆薬（副作用が少ない）は「登

録販売者」の資格を取得すれば 薬剤師がいなくても販売できるよ

うになる 他に違法ドラッグの製造・輸入・販売の禁止など 

第 7 節 コンビニエンスストア（CVS）の運営特性 
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   （CVSの）運営の特徴：フランチャイズ・システム

                 ：年中無休の営業体制の実現 → 多頻度小口・時間

帯指定の納品などの ロジスティクス体制 → 

日本の流通機構を 革新的に変えていった 

 

 

 

 

 

 
   （CVSの）組織：本部  ・リクルーターが開発部隊として フランチャイジー

（加盟店）の開発に あたる 

                   ・フランチャイジーの運営を スムーズにさせるため

                    商品 情報 運営（物流）などを集中管理・提供 

             ：加盟店：店舗運営に関して 自己責任のもと 商品選択や 

                   アルバイトなどの採用を 決定する 

   （CVSの）店舗・立地特性：売場面積 30 坪という 店舗基準を堅守 

                   ：住宅地や駅前商店街に位置 商圏人口 300 世 

帯でも存立できるといわれる 構造にある 

                   ：出店における制約が少ない → 近年は大型 

駐車場を有する郊外型や オフィスビル出店も 

   （CVSの）商品政策：限られた面積での商品政策→レギュラーチェーンの 

ラインロビング政策とは 全く異なる手法 → 基本的 

には 3 千アイテム → 売れ筋商品を徹底的に追求 

→ 売れない商品は 即座にカット （単品管理） 

                ：陳腐化政策：3 千アイテムのうち 3 分の 2 は 1 年間 

のうちに入れ替える 高速回転政策 

   （CVSの）今後：1 万店以上も 運営できる チェーン・オペレーション・シス 

テムが完成 → 今日のグローバル化に対抗できる 唯一 

の小売形態 

 

 
   （SuCの）概要：アメリカ小売最大手ウォルマートが開発した 店舗名に由来 

            ：平屋建てで ワンフロアの広大なローコスト店舗を設営 

             毎日の生活を支える 必需品を中心に 幅広い品ぞろえ 

             恒常的に 超低価格で 販売する セルフサービス業態 

            ：家族向けワンストップショッピングの 利便性を 追求 

            ：フルラインのディスカウントストアに スーパーマーケットを 

             合わせたもの 

    

   （チェーンストアの要素 の 続き） 

      ②マス・マーチャンダイザー：大量の買い付け力を前提とした 商品計 

画の立案から 大量販売に至る 全プロセ 

スの管理を行う → マーチャンダイジン 

グサイクルの 適用 

      ③チェーンストアの産業化：消費者の生活を画期的に変化させることを 

                        念頭に 産業と呼ばれるにふさわしい 

地位の向上を 目指している 

   チェーンストアの使命：実質的効果 → 3桁に及ぶ数の店舗を運営・維持で

きる体制を確立してから 

   （SuCの）運営の特徴：EDLP（Every Day Low Price）＝ 毎日が 安売り 

                 ：スーパーマーケットの ハイ＆ロー政策から 転換 

                 ：店舗オペレーションの EDLC（Every Day Low  

Cost）が前提 → チラシ広告にたよらない → 

低価格の常態化によって 集客力を高める 

   （SuC の）組織：通常のチェーンストア組織 → 但し 仕入れ部門と店舗 

運営部門が 強固な体制 

            ：仕入部門 → カテゴリーリーダーとなるメーカーとの 仕入 

条件 販売促進企画の共同化 販売データ 

の共有化 

            ：店舗運営部 → 物流センターを中心拠点とした エリアドミ                  ：コンビニエンスストア以外では チェーンストアの 

産業化は確立されていない → 市場拡大の余地 

   スーパーバイザーの役割：店舗運営支援部 → スーパーバイザー＝SV 

（店舗運営監督者） → 各店舗の運営を的確 

な視点でチェック 

      スーパーバイザーに与える責任

① 本部の政策 および マニュアルの遵守 

② 上記事項（政策など） の各店舗への 伝達と管理 

③ 各店舗の カテゴリー別販売計画の 達成支援 

④ 各店舗の カテゴリー別ロス発生防止の 支援 

⑤ 各店舗のカテゴリー別人時生産性向上への 支援 

      スーパーバイザーは 各店舗への命令する権限を 持っていない 

        →店長に対する的確な助言 チーフやスタッフへの指導および訓練 

 

 
   単純で合理的な 組織作りの原則

① 専門化：従業員に限定した業務を 与える → 専門化の追求 

       ：専任する担当者の生産性 → 飛躍的に向上 

       ：専門化のマイナス効果 → 従業員のモラール低下や 

         自己の業務領域への固執 → 高コストオペレーション 

② 責任と権限の明確化：従業員に販売目標や利益確保 部下の指 

導育成などの責任と ともに 効果的に遂行させる 適切な 

権限を 与えることが重要 

③ 命令系統の統一化：管理者と部下との良好な関係形成 → 従業

員が共通の理解のもとで 効率的な業務活動を行う 

④ 管理・調整範囲の確定：管理者 1 人当たりの従業員数を制限 

    → 適正人数を管理・指導 → 人時生産性を高める → 管理 

範囲の原則（スパン オブ コントロール）＝7～8 人が限度 

⑤ 店舗運営責任の決定：チェーンストアの運営 → 専門化を原則 

   → 異なる業務領域に責任を持つ 複数の管理者の養成が必要 

 

ナントの 出店戦略による 店舗への商品 

供給体制の 効率化 

       仕入・情報・物流・販売の利益吸上げ循環が 取引先を含めて組織化 

   （SuCの）店舗・立地特性：一階建てのワンフロアで 日常に必要なカテゴ 

リーを結合 → エレベータやエスカレータで 

上下移動する必要がない 

         消費者：大型カートを利用して 効率的に買物できる 

         店舗：商品の搬入にエレベーターなどを利用しないため オペレー 

             ションコストの削減 

 
     広大な敷地に一階建ての大型店舗 → 地価の高い都市部では難 

         → スーパーセンターは ルーラルエリア（過疎地）に立地する 

   （SuCの）商品政策：常に 店舗に来店する動機を与える「安さ」が 武器 

               ：商品構成→衣料・生活関連 食料品というフルライン型 

                 → カテゴリーごとにプライスラインを設定 それ以上 

                              の価格の商品は 取り扱わない 

→各商品部門は 決して 専門的品ぞろえではない 

   （SuCの）今後：ホームセンター企業が注目 → 損益分岐点の低さを スー 

ーパーセンターへ置き換える → 次期業態として 

             ：GMS による スーパーセンター業態開発 → 現在進行中

 

CVS のフランチャイズ・システム 

→ フランチャイザー：本部で商品や情報を提供する 

→ フランチャイジー：商品や情報を受けて店舗を運営する 

（本部は加盟店に運営ノウハウを提供 加盟店はノウハ 
ウに対してロイヤルティという形で 対価を支払う ） 

第 8 節 スーパーセンター（SuC）の運営特性 

しかし・・・ 

 

 

 
   チェーンストアの要素

① 規格化 標準化 単純化：経営形態の規格化 運営技術の標準化 

と単純化 → 市場に対して 最適な経 

営方法を研究開発 効率的な実践手法 
を教育訓練 → ノウハウを絶えず改善 

第 5 章 チェーンストアの目的と運営 

第 1 節 チェーンストアの目的と使命 

第 2 節 チェーンストアにおける組織の特徴 

COPYRIGHT 地域ルネッサンス篠田事務所 
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   運営の組織：集中管理型組織の特徴と問題点 

        特徴：業務を決定する際 少数のマネージャークラスの担当者が 

いればよい 

           ：地域に分散する各店を調整し バイングパワーを発揮できる 

           ：専門の知識を持った人材を育成 活躍の機会を作りやすい 

           ：同様の商品を取り扱うため チラシなどで 規模のメリットを 

            発揮できる 

        問題点：店舗数が拡大すると 1 人のバイヤーが商品仕入や 在庫 

             管理を引き受けることが難しくなる→バイヤーの能力の限界 

 

 
   チェーンオペレーションとは：チェーンストアの全店舗の経営活動を標準化し 

                     本部による徹底した集中型管理運営にもとづ 

いた 多店舗展開を可能にすること 

       4 つの特徴

①マーケットカバレッジ（市場シェア）の拡大 

②チェーンシステムを通じたサプライヤーへの交渉力 

③対象需要を同一とした チェーン全体の標準化マニュアル化 

④本部へ購買・スタッフ機能を集中 店舗は主に 販売機能 

   ローコストオペレーションの実際 

      ローコストオペレーションの今日的意味：デフレ経済下 → 小売業の 

                    経営の基本 → 損益分岐点を低く抑えること 

      ローコストオペレーション推進の方法：生産性を高めるための仕組み 

① 標準化政策の徹底：店舗規模 店舗形状 品ぞろえ ゾーニ 

ング・レイアウト 運営方法など（例：照明を天井直付けの 

蛍光灯で統一 スポットライトを使用しない など） 

② 物流システムの構築：物流の効率化 → 納品時間帯の指定 

    や一括混載など→検収作業の合理化・省力化→店舗レベ 

ルのローコスト・オペレーション 

③ 商品回転率の向上：品ぞろえの豊富さと運営の効率化→トレ 

ードオフ（二律背反）→坪当たりの販売効率が低下しても 

商品の高回転化を維持→ローコストオペレーションの基本 

④ 従業員の計画的配置：ローコストオペレーションの原点→人員

     計画や作業計画の適正化→従業員の計画的配置による 

     合理的運営の推進→必要なときに必要な数の従業員を 

     必要な場所で使うシステム＝人件費を変動費として捉える

⑤ パートタイマーの活用：曜日ごと時間帯ごとに 従業員の数を 

変えるべき→「作業員に作業を割り振る」（ワークスケジ

ューリング＝作業割当て）ではなく 「決められた作業に従

業員を割り振る」（レイバースケジューリング＝稼動計画） 

 

      (内部要因の続き) 

③ 店舗網の拡大：人口の移動を追って店舗網の拡大や計画 

             的な出店→チェーンストアの積極的姿勢 

④ 集中大量仕入：本部集中→仕入規模の拡大による仕入価 

格の引き下げ と オリジナル商品・PB 商 

品の開発を容易化 

⑤ セルフサービス方式の採用：出来る限り人的サービスを 

            削減 → 販売価格に還元（経済面） 及び 

            気楽に自由に買物が出来る（心理面） 

⑥ 低価格政策：経営技術の革新を行う 最終的な目的 → 

           売価を明示したディスカウント販売が 

消費者を引き付けた 最大のポイント 

   チェーンストア経営戦略の再検討：競争激化→チェーンストアの成長鈍化 

① セントラルバイング：仕入価格の引き下げは仕入先企業のコスト 

削減が前提→買い叩きや 配送は小口 

などの 力による強制 が 少なくない 

② 出店対策：売上の増大をねらうあまり 無秩序な出店や巨大化 

    → 自己資本比率低下 回収期間長期化 総資本回転率低下 

③ セルフサービス方式：売場だけでなく 事務・仕入・倉庫部門など 

    経営全体で省力化が必要→労働集約から労働節約的経営へ 

   チェーンストアの今後の方向：低価格の実現→「消費者主権」 

① コラボレーションの展開：流通チャネル内で それぞれの担当す 

べき機能 → 合理的な仕入システムを共同で構築 

② M&A への対応：値引き競争から企業の体質を問われる競争へ 

         → 商品調達などの緩やかな提携 救済型の提携や 

           業界再編成に対処するための本格的提携合併 

③ コングロマリット化：多角化→チェーンストアの総合小売集団化 

→巨大企業の形成に伴う経営効率悪化も 

④ エリア対応の運営：セントラルバイング中心から 地域別仕入と 

          の 2 本立てへと 仕入政策の転換 → 大量仕入の 

メリットと 地元の需要に対するきめ細かな適応 

      従業員1 人当たり担当（売り場）面積：単位＝坪：労働分配率と関連 

HC40～60＞家電・DgS25～35＞衣料 20～30 

＞SM15～25＞GMS10～25 

      不動産分配率と販促分配率の弊害 

          不動産分配率：地価の低い立地に低コスト構造の店舗を建設 

                    低いリース料金でまかなうのが 今日的課題 

          販促分配率：売上高に対する目安 6～8% チラシやテレビ・ラ 

ジオ広告など 

      セントラル・バイングシステムの特徴：チェーンストアの経営上の特色 

       （＝本部集中仕入方式）：複数の店舗で販売する商品の全部 または 

                       一部を 本部で一括仕入する方式 

                       → 仕入の集中 と 販売の分権システム 

            メリット ①専門化による顧客ニーズへの対応 

                 ②プロモーション活動の原動力：有利な仕入条件 

                 ③コスト吸収の基盤：物流費や店舗別仕入の諸経費 

                 ④商品開発機能の強化：独自性や粗利益率の向上 

                 ⑤二重構造の解消：店舗仕入経費の 合理的削減 

                 ⑥販売活動の強化：店舗の商品担当→販売に専念 

            問題点 ①地域性を軽視した 画一的MDの恐れ 

                  ②きめ細かな MD 展開に難：仕入と販売の分離→ 

                                同一商品の責任体制が欠如 

                  ③本部から遠く離れた店舗への商品情報の不足 

 

 
   チェーンストアの成長要因：チェーンオペレーションにもとづく急成長の実現 

       外部要因：環境的な要因 

① 大量生産体制の確立：政府の積極的な生産力増強政策や 

       技術革新支援政策のバックアップ→生産規模の飛 

躍的な成長に対して 生産体制を維持する 流通 

体制の整備の必要性 

② 大量消費時代の到来：大衆消費社会の実現 → 1 人当 

たりの実質所得の上昇 基礎的な衣食住を超える 

消費の自由を持っている社会（「豊かな社会」） 

③ 人口の郊外への拡散現象：都市部人口の過密化→人口 

の郊外への移動→ドーナツ化現象の加速的進展 

       内部要因：経営技術の革新 

           ① 管理の集中：チェーンストア→分散大型化＝個々の店舗 

                   はそれほど大規模でなくても それらを総合化→ 

                   全体としての規模の利益を実現 

           ② 販売の分散：管理機能は本部 各地の店舗が販売に専念 

 

第 3 節 チェーンオペレーションの原則 

第 4 節 チェーンストアの成長要因 

 
第 6 章 中小小売業の課題と方向性  

第 1 節 中小小売業の課題  
   小売業を取り巻く環境：小売業界→外資参入や業界再編→急激な環境変化 

                 ：商業統計（H16）全国の小売業 124 万事業所のうち 

                  全体の 98.8%が中小小売業（従業員 4 人以下  

68.9% 5～49 人 29.9%） → 事業所数減少傾向

→ 生き残りをかけた取組みが求められている 
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   中小小売業の課題と求められる取組み 

      小売業の経営の基本＝顧客が求める商品を仕入→販売すること 

      モノ余りの状況→他店との差異がないと 購買に結びつきにくい 

個々の消費者ニーズや購買行動の把握：「顧客」でなく「個客」の対応 

            これらの課題に対し 次の視点での取組みが必要 

      必要な視点

① 誰（どんな客層）が どのような商品を どのような理由で買っ 

てくれているのかを データで把握する 

② 顧客が求める商品を発掘するために 外部情報を広く収集 

③ 商品の仕入や販売を 効率よく行う仕組みを つくり上げる 

   中小小売業の存立基盤：自店の存立基盤を再構築する必要性 

① 経営スタイルの確立：地域における自店のアイデンティティ（自分ら 

                しさ）を確立する必要がある 

② 業態の確立：顧客の支持を受け成長しているのは 業態志向店舗 

       →誰に 何を どのように 買ってもらうのかという仕組み 

③ 計画的で継続的な店舗改装：顧客への訴求力→継続的設備投資 

                ：定期的な店舗改装→中小小売業の活性化 

④ 商店街の活性化：商店街実態調査（2003 年）：衰退している商店 

              街→96.6%：空き店舗の増加→商店街のポテ 

ンシャルを高めて 再生・活性化 

 

 

 

 

 

 
   大手小売業の出店攻勢への対応 

      全国各地の小商圏への大手小売業進出

             直接的出店→大型チェーンの好立地不足 

         間接的出店→CVS などのフランチャイズチェーン方式     

     中小小売業も EOSやPOSで武装した 新業態の開発が可能 

   求められる情報化への対応 

      情報システム化：売れ筋の商品回転率向上 と 死に筋の在庫削減 

                ：同時に それらの商品の 最適な売り方を考える道具 

      大手の小商圏進出→中小小売業の対応＝独自の業態の確立と 

同時に 顧客の維持を目的とした情報システム化 

                  →VC やメーカー・卸売業のリテール・サポート・シ 

ステムへの参加が 不可欠 

        ・明確なストアコンセプトにもとづく品ぞろえ と 顧客との交流 

        ・FSP などの顧客に向けた情報システム化の推進 → 業態転換 

 

   （商店街における認識と取組み の続き）  
商店街における問題点（商店街実態調査 2003 年） 

1 位：経営者の高齢化などによる後継者難（67.1%） 

2 位：魅力ある店舗が少ない（66.3%） 

3 位：商店街活動への商業者の参加意識が薄い（55.7%） 

4 位：核となる店舗がない（51.8%） 

5 位：店舗の老朽化・陳腐化（48.2%） 

      商店街におけるソフト・ハード事業への取組み状況 

        ソフト事業における取組状況 

           現在取組んでいる→共同販売促進活動（69.4％→最大） 

                         （中でも 「共同イベント」 53.2%） 

           今後取組みを検討→情報化事業（33.0%→最大） 

                 （中でも「商店街ホームページ開設・運営」22.9%） 

         ハード事業における取組状況 

           現在取組んでいる→街路施設整備（69.9%→最大） 

                         （中でも「街路灯整備」64.6%） 

           今後取組みを検討→高齢者・環境・防犯設備（27.9%→最大） 

                           （中でも「防犯設備」17.7%） 

   商店街が実施する共同事業 

      共同事業の目的：商店街→地域住民の「集う」「憩い」「情報交換」 

「文化発信」→地域交流の場

                 ：環境整備の遅れ→顧客の来街を 妨げる 

        顧客や地域住民に対して顧客満足を提供→双方向の交流と対話 

      共同事業の種類：環境整備事業 催事・販売促進事業 組織運営事業 

         ハード事業（＝環境整備事業）の例：街路施設 空き店舗対策 

         ソフト事業（＝催事・販売促進 組織運営）の例：ポイントカード 

イベント ホームページ作成 生涯学習拠点 

 

 
   ショッピングセンターの種類

      NSC（ネイバーフッド・ショッピングセンター） 

         スーパーマーケットとドラッグストアを核店舗（アンカーストア） 

         近隣型のショッピングセンター 日々の生活に必需的な食品や 

         雑貨をそろえた小売店を中心に擁する 来店頻度は平均週 2 回 

         アメリカで SC の中での構成比は全体の 62% 日本でも急増 

      CSC（コミュニティ・ショッピングセンター） 

         DS GMS スーパーストア（SS）などが核店舗 日々の生活を 

         していくための商品から 普段着 日常良く使う雑貨・家電・家具 

         飲食店も NSC より多い 来店頻度は平均月 2 回 アメリカで 

         SC の中での構成比は全体の 33% 日本では大手 GMS が展開 

 

 

 

 

FSP（Frequent Shoppers Program）：顧客の購入金額や来店頻度などに 

 

 
   商店街の環境変化の実態 

      商店街の状況：厳しい状況が続く 

         「商店街実態調査」（2003 年）：「繁栄している」2.3% 

           → 超広域型 繁華街・オフィス街・ロードサイド・駅前立地の 

              商店街 → 比較的景況がよい状況 

         空き店舗状況（同調査）：平均空き店舗 3.9 店 空き店舗率 7.3% 

 

 

 

 

 

 

 
   商店街の停滞および衰退の要因 

     内的要因：人材不足（経営者高齢化 街づくりリーダーの不在） 

            ：消費者ニーズへの対応の遅れ（生業店 投資意欲欠如） 

            ：集客促進活動の不備（共同による催事や販促活動の不備） 

            ：商店街や店舗の老朽化 駐車場・道路整備の遅れ 情報化 

             への対応の遅れ など 

     外的要因：消費者のライフスタイル変化（ニーズ多様化 余暇時間拡大） 

            ：モータリゼーションの進展（郊外店舗などへの流出） 

            ：規制緩和による競争環境変化（郊外型大型店など） 

   商店街の認識と取組み

      商店街の組織形態：企業と同様に組織とマネジメント体制が必要 

           商店街の多くは非法人＝「任意団体」63.2%（上記調査） 

              →「商店街振興組合」27.3%「事業協同組合」1 割未満 

 

 

 

 
 

   応じて その顧客を他の顧客よりも優遇する 顧客戦略プログラム 

第 7 章 商業集積の運営特性 
第 1 節 商店街の運営特性 

【商店街のタイプ別定義】 

近隣型：最寄品中心 地元主婦が 徒歩または自転車などで来街 

地域型：最寄品および買回品 近隣型よりやや広い商圏 バスなどでも 

広域型：最寄品より買回品が多い 量販店などを含む大型店がある 

超広域型：百貨店 量販店などを含む 大型店があり 有名・高級専門店 
       飲食・サービス店などを 中心に構成 遠距離から来街 

※成長する中小小売業の特徴：従業員 6 人以上の企業的組織 売場面積 

    20 坪以上 使いやすい駐車場 業態転換・改装などへの投資意欲 

    ストアコンセプトにもとづく品ぞろえ 定期的なイベント開催 情報シス

テムの活用 明確なビジョンの保有 数値にもとづく経営管理 

第 2 節 中小小売業の方向性 

第 2 節 ショッピングセンターの今日的課題と方向 

背景 

【商店街の組合制度】 

・ 商店街振興組合：商店街地域の環境整備を目的 小売・サービス業 

を営む 30 人以上が近接していることが要件 有限責任で 発起人 

は 7 人以上 議決権は 1 人 1 票 根拠法は「商店街振興組合法」 

・ 事業共同組合：組合員の経営の近代・合理化が目的 4 人以上の事 

業者の参加が設立要件 地区内の小規模事業者のみ組合員とな 
れる 議決権は 1 人 1 票 根拠法は「中小企業等共同組合法」 
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  （パワーセンターの本格的展開への条件 の続き）    （ショッピングセンターの種類 の続き）    （ショッピングセンターの立地→アメリカの立地 の続き） 

      RSC（リージョナル・ショッピングセンター） 

         DS GMS 百貨店 大型専門店などが核店舗 生活必需品が 

ない ファッション性の高い衣料や雑貨 家具 内装品などを扱う 

小売店が増え 専門店の数が圧倒的に多くなる 来店頻度は 

1～2 月に 1 回 アメリカで SC の中での構成比は全体の 4%で 

減少傾向 

      SRSC（スーパーリージョナル・ショッピングセンター） 

         核店舗は RSC に同じだがそれらの数が増える アメリカでは 5 店 

舗以上 日常の生活に必要とされるものより もっと便利になるも 

のや 楽しく美しくするもの 快適にするものなどを売る 専門店や 

施設が多くなる 極端に品ぞろえを絞り込んだ珍しい専門店や 

スケート場 遊園地ホテルなどもある（隣接する）ことが多い 

来店頻度は年に 1～3 回 アメリカの SC の中での構成比は 

全体の 1%あまり 日本では数件程度 

      その他のショッピングセンター：パワーセンターやアウトレットセンター 

         パワーセンター：カテゴリーキラーと呼ばれる大型専門小売業を 

集積したショッピングセンター 

         アウトレットセンター：知名度の高いメーカーブランドやストアブラ 

ンドの「ワケあり商品」（シーズン遅れ サイズ切れ 色切 

れ キズものなど）を割安で販売するアウトレットストアの 

集積したショッピングセンター 

 

 

 

 

 
   ショッピングセンターの形態：モールとストリップセンター 

      モール：1 つの建物の真ん中に大きなモール（通路）があって その両 

側に小売店が立ち並ぶというもの 

           ：オープンモールとエンクローズドモールがある 

      ストリップセンター：駐車場を前にして 1 つ 1 つの店舗が馬小屋の 

                  ように並んでいる 小零細規模の SC のこと 

                  → 自分の目指す店舗のすぐ前に車を止められる 

 

 

 

 
   ショッピングセンターの立地：それぞれのSCは基本的に立地が違う 

      アメリカ→顧客の便利なように立地が明確化されて SC を配置 

 

② ローコスト商業施設の開発（パワーセンターは 価格訴求を       NSC：住宅地に隣接し いくつかの住宅地につながる道路の入口 
経営理念として 展開） 

③ 大幅な規制緩和の進展（チェーンオペレーションの展開を容 

                   易にする 流通規制の緩和撤廃） 

④ 商品調達の国際化（良質で廉価な商品供給） 

   アウトレットセンター 

      急成長の要因：消費者側：ブランド志向と消費低迷による低価格志向 

               ：企業側：コスト削減志向 

      今後の動向：力を入れるべきポイント 

① ワンストップショッピングに対応する品ぞろえの充足 

② 買物環境の快適性向上（テーマパーク化など） 

   ライフスタイルセンター 

      リッチな生活提案型店舗が集積する中規模なショッピングセンター 

      1990 年代から アメリカの高所得者層の地域を 中心に開発 

      半径 2Km ほどの小商圏 地域密着型・時間消費型 SC 

      個性的な食やインテリアなどの 生活提案型のテナントミックス 

      周辺地域の環境に調和した 建築デザイン → 着実に拡大 

 
      日本においても 全国に根付き始めている 

      （「住宅地の真ん中で散歩がてら気軽に立ち寄れる」） 

 
      今後の街づくりの 中核機能としての 位置づけ 

 

          → 家から行くにも 帰る途中に寄るにも便利 

      CSC：住宅地からフリーウェイ（高速道路）に向かう道路の途中 

          → 住宅地から離れるが ワンストップで日常的な買物ができる 

      RSC：フリーウェイの出入口の近く → フリーウェイを使って 他のコ 

ミュニティからでも 自由に利用できる 

      SRSC：フリーウェイのインターチェンジの近く → どこからでもフリー 

ウェイを使って 自由に利用できる 

   日本でも 顧客の便利性で立地が決まるのは同じ → 違うのは 大量交通 

      手段の発達＝電車・バス → 電車の駅を考慮して 立地選定を行う 

   ショッピングセンターの商圏

      NSC：アメリカ → 車で 10 分以内 1～2 万人の人口構成 駐車台数 

                  100～200 台 

         ：日本 → 人口 3 万人 駐車台数 50～200 台 

      CSC：アメリカ → 15 分以内 3～10 万人 200～1,000 台 

         ：日本 → 10 万人 150～600 台 

      RSC：アメリカ → 20 分以内 10～20 万人 1,000～4,000 台 

         ：日本 → 15～30 万人 700～2,000 台 

      SRSC：アメリカ → 30 分以内 20～50 万人 5,000 台以上 

          ：日本 → 50 万人 2,000 台以上 

   日本型ショッピングセンターの特徴：公共交通機関の発達 

① 大規模なチェーンストアによる開発だけでなく 中小小売業が共同 

でディベロッパーとなり 大型小売店をキーテナントに誘致する型

も目立つ 

② 立地的には全くの郊外でなく 従来の商業中心地から離れたところ 

といった程度 

③ 大規模な駐車能力を持つものも増加しているが 公共交通機関に 

も依存している 

④ 地下街 駅ビルなどの市街地型 SC が発展している → 都市型 

マルチエンターテイメント・ショッピングセンターの出現など 

   パワーセンター 

      日本のパワーセンターの種類：「大規模複合型」「総合 DS 型」「アウト 

               レットストア型」「カテゴリーキラー型」「生鮮食料品型」 

      パワーセンターの誕生した背景

① 従来型ショッピングセンターの成熟化 

② 消費者の価格訴求志向（経済不況に対する対応として） 

③ 価格訴求業態の成長（チェーンストアの価格訴求力強化） 

      パワーセンターの本格的展開への条件 

         ① ディスカウントストアのチェーンオペレーションの本格的展開 

 

カテゴリーキラー：玩具 HC 靴 家電 ホームファニシングなどの大型

専門店のこと 品ぞろえの豊富さと 価格の安さで 顧客を集める 

ホームファニシング：住空間を豊かにするための商品全般を扱い 感性 
             豊かなライフスタイルを提案する業態 

オープンモール：SC 全体の天井がなく 日光が直に入ってくるタイプ 

エンクローズドモール：天井があって SC 全体にエアコンが利いている 
タイプ  

【MEMO】 
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